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平成 29年１月 19日 

各 位 

会 社 名  株式会社メディカルシステムネットワーク 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長 田 尻 稲 雄 

（コード番号  ４３５０ 東証第一部） 

問 合 せ 先  専 務 取 締 役 田 中 義 寛 

（ＴＥＬ．０１１－６１２－１０６９） 

 

 

株式会社キャリアブレインとの業務提携に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成29年１月19日開催の取締役会において、株式会社キャリアブレイン（本社：東京都港区、

代表取締役社長：鈴木尚之、以下「キャリアブレイン」という。）と業務提携契約を締結することを決議い

たしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の理由 

当社グループは、企業理念として「良質な医療インフラの構築を通じて地域住民のＱＯＬ（Quality 

of Life）向上に貢献すること」を掲げ、医薬品等ネットワーク事業（医薬品卸と調剤薬局・病医院との

間の医薬品オンライン受発注及び関連業務のアウトソーシング）と調剤薬局事業の２事業を中核事業と

して展開しており、平成 29 年１月４日現在、医薬品ネットワーク加盟件数は 1,697 件に拡大し、当社グ

ループが運営する調剤薬局は 377店舗となっております。 

キャリアブレインは、企業理念として「質の高い情報サービスを通じて、医療・介護業界の発展に貢

献すること」を掲げ、医師、薬剤師を始めとする医療系職種に特化した採用支援・人材紹介事業を中心

として、求人サイト運営事業、医療介護ニュース配信事業等、医療機関・医療従事者に対し様々なサー

ビスを提供しており、全国 18 拠点の支社・出張所を起点として日本中の薬剤師や調剤薬局経営者と日々

コンタクトしています。 

この度、当社とキャリアブレインは、両社グループが有する経営資源、経営ノウハウを相互に有効活

用することで、事業効率の向上を図り、相互の企業価値向上を果たせるものと判断し、業務提携を行う

ことといたしました。 

当社は、キャリアブレインの強固な営業基盤を活用し、医薬品等ネットワーク事業の加盟拡大を更に

推進するとともに、同社のサービスを活用して加盟店サービスの付加価値向上を図ります。また、同社

との提携により薬剤師の採用を強化し、今後の調剤薬局の新規開発やＭ＆Ａを継続的・安定的に実現し

てまいります。 

更に、今回の提携により、昨年 10 月に株式会社ズー（以下、「ズー」という。）との業務提携において

開始した、ズーの戦略商品である薬剤師向けタブレットアプリケーション「kusudama(薬玉）」の販売を

効果的に行う体制が整います。当社は、ズー及びキャリアブレインとの協業により、全国の調剤薬局・

薬剤師へのアクセスを強化し、「kusudama（薬玉）」の普及を加速することで、両社との提携効果の早期

実現を目指してまいります（詳細は平成 28 年 10 月 11 日付プレスリリース「株式会社ズーとの業務提携

に関するお知らせ」をご参照ください。）。 
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２．業務提携の内容 

（１）当社医薬品ネットワークの紹介及び加盟促進 

（２）当社の業務提携先である株式会社ズーの製品「kusudama（薬玉）」の紹介及び導入支援 

（３）当社グループ薬局及び医薬品ネットワーク加盟店に対する、キャリアブレイングループが提供する

ニュース配信サービス等の紹介及び加入促進 

（４）キャリアブレインが提供する薬剤師転職支援サービスにおける、当社による薬剤師の復職に関する

ＯＪＴ（On-the-Job Training）研修プログラムの提供 

（５）当社グループ薬局における利用者向けの情報発信サービスの検討及び開発 

（６）前５項に掲げる事項以外の両社のサービスに関する相互顧客紹介 

（７）その他上記各号に付帯する業務 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社キャリアブレイン 

（２） 所 在 地 東京都港区浜松町１-18-16 

（３） 代 表 者 代表取締役社長 鈴木 尚之 

（４） 事 業 内 容 医療・介護従事者及び医療・介護機関向け 

・有料職業紹介事業 

・就職、転職サイト運営事業 

（５） 資 本 金 5,000万円 

（６） 設 立 1999年７月１日 

（７） 上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係

はありません（関係者及び関係会社を含む）。 

当該会社、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該

当しません。 

 

４．日程 

（１）契約締結日 平成 29年１月 19日 

（２）事業開始日 平成 29年１月 19日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件による当社の今期（平成 29 年３月期）の連結業績に与える影響は軽微でありますが、連携を推進し

ていくことにより、中長期的な事業拡大につながるものと考えております。 

以 上 

 


